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第一部 【企業情報】 

  

第１ 【企業の概況】 

  

１ 【主要な経営指標等の推移】 

  

  

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。 

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３．潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、潜在株式がないため記載しておりません。

  

２ 【事業の内容】 

当第３四半期連結累計期間において、当社グループが営む事業の内容について、重要な変更はありません。 

 また、関係会社についても異動はありません。  

回次 
第93期 

第３四半期 
連結累計期間 

第94期 
第３四半期 
連結累計期間 

第93期 

会計期間 
自 平成28年３月１日 
至 平成28年11月30日 

自 平成29年３月１日 
至 平成29年11月30日 

自 平成28年３月１日 
至 平成29年２月28日 

売上高 (千円) 3,073,881 2,957,689 4,109,245 

経常利益 (千円) 406,221 401,066 522,880 

親会社株主に帰属する 
四半期(当期)純利益 

(千円) 270,074 277,759 345,619 

四半期包括利益又は包括利益 (千円) 1,168,602 2,141,312 1,449,560 

純資産額 (千円) 11,023,388 13,377,626 11,301,517 

総資産額 (千円) 27,381,588 29,777,932 27,436,348 

１株当たり四半期(当期) 
純利益金額 

(円) 22.31 22.95 28.55 

潜在株式調整後１株当たり 
四半期(当期)純利益金額 

(円) － － － 

自己資本比率 (％) 40.3 44.9 41.2 
 

回次 
第93期 

第３四半期 
連結会計期間 

第94期 
第３四半期 
連結会計期間 

会計期間 
自 平成28年９月１日 
至 平成28年11月30日 

自 平成29年９月１日 
至 平成29年11月30日 

１株当たり四半期純利益金額 (円) 8.03 6.41 
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第２ 【事業の状況】 

  

１ 【事業等のリスク】 

当第３四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等の

リスク」についての重要な変更はありません。なお、重要事象等は存在しておりません。  

  

２ 【経営上の重要な契約等】 

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。  

  

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】 

(1) 業績の状況 

当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、好調な企業収益を背景に雇用・所得環境の改善が続くなか、景

気は緩やかな回復基調で推移いたしました。 

当社グループにおきましては、このような情勢のもと、当第３四半期連結累計期間における売上高は2,957,689千

円(前年同期比3.8％減)、営業利益は377,233千円(前年同期比3.1％減)、経常利益は401,066千円(前年同期比1.3％

減)となりましたが、前期の特別損失が当期はなかったことにより、親会社株主に帰属する四半期純利益は277,759千

円(前年同期比2.8％増)となりました。 

これをセグメント別にみると、不動産賃貸事業につきましては、売上高は1,435,845千円(前年同期比0.5％増)とな

り、セグメント利益は623,612千円(前年同期比1.0％減)となりました。 

食堂・飲食事業につきましては、前連結会計年度にケータリング事業を縮小したことにより、売上高は551,658千

円(前年同期比11.8％減)となりましたが、製造部門集約の効果により、セグメント利益は24,360千円(前年同期はセ

グメント損失638千円)となりました。 

売店事業につきましては、売上高は970,185千円(前年同期比4.9％減)となり、人件費等の経費増により、セグメン

ト利益は96,781千円(前年同期比17.4％減)となりました。 

  

(2) 財政状態の分析 

当第３四半期連結会計期間末における総資産は、前連結会計年度末に比べ2,341,583千円増加し、29,777,932千円

となりました。 

(資産) 

流動資産は、前連結会計年度末に比べ33,788千円増加し、1,123,134千円となりました。主な要因は、現金及び

預金の増加、繰延税金資産の減少であります。 

固定資産は、前連結会計年度末に比べ2,307,795千円増加し、28,654,797千円となりました。主な要因は、投資

有価証券の時価評価による増加、有形固定資産の減価償却等による減少であります。 

(負債) 

流動負債は、前連結会計年度末に比べ408,785千円減少し、1,025,187千円となりました。主な要因は、1年内返

済予定の長期借入金の減少、未払金の増加であります。 

固定負債は、前連結会計年度末に比べ674,260千円増加し、15,375,118千円となりました。主な要因は、流動負

債に振替えたことによる長期前受金の減少、繰延税金負債の増加であります。 

(純資産) 

純資産は、前連結会計年度末に比べ2,076,108千円増加し、13,377,626千円となりました。主な要因は、利益剰

余金の増加、その他有価証券評価差額金の増加であります。 

  

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題 

当第３四半期連結累計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに

生じた課題はありません。 

  

(4) 研究開発活動 

該当事項はありません。 
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第３ 【提出会社の状況】 

  

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

  

② 【発行済株式】 

  

(注) 平成29年４月19日開催の取締役会決議により、１単元の株式数を1,000株から100株に変更しております。 

なお、実施日は平成29年９月１日であります。 

(2) 【新株予約権等の状況】 

    該当事項はありません。 

  

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】 

    該当事項はありません。 

  

(4) 【ライツプランの内容】 

    該当事項はありません。 

  

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

  

(6) 【大株主の状況】 

    当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。  

  

種類 発行可能株式総数(株) 

普通株式 28,000,000 

計 28,000,000 
 

種類 
第３四半期会計期間末 

現在発行数(株) 
(平成29年11月30日) 

提出日現在発行数(株) 
(平成30年１月12日) 

上場金融商品取引所名 
又は登録認可金融商品 

取引業協会名 
内容 

普通株式 12,170,000 12,170,000 
東京証券取引所 
(市場第二部) 

単元株式数 
100株 

計 12,170,000 12,170,000 ― ― 
 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 

(株) 

発行済株式 
総数残高 
(株) 

資本金増減額
(千円) 

資本金残高 
(千円) 

資本準備金 
増減額 
(千円) 

資本準備金 
残高 
(千円) 

平成29年９月１日～ 
平成29年11月30日 

－ 12,170,000 － 2,365,180 － 2,405,394 
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(7) 【議決権の状況】 

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日(平成29年８月31日)に基づく株主名簿による記載をしております。 

  

① 【発行済株式】 

平成29年８月31日現在 

(注)１ 単元未満株式には、当社所有の自己保有株式877株が含まれております。 

(注)２ 平成29年４月19日開催の取締役会決議により、１単元の株式数を1,000株から100株に変更しております。 

なお、実施日は平成29年９月１日であります。 

  

② 【自己株式等】 

  

２ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間において役員の異動はありません。  

  

 

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 
(自己保有株式) 
普通株式 66,000
 

― ― 

完全議決権株式(その他) 普通株式 11,527,000
 

11,527 ― 

単元未満株式 普通株式 577,000
 

― １単元(1,000株)未満の株式 

発行済株式総数   12,170,000
 

― ― 

総株主の議決権 ― 11,527 ― 
 

    平成29年８月31日現在

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義 
所有株式数 

(株) 

他人名義 
所有株式数 

(株) 

所有株式数 
の合計 
(株) 

発行済株式 
総数に対する
所有株式数 
の割合(％) 

(自己保有株式) 
株式会社歌舞伎座 

東京都中央区銀座４－12－15 66,000 － 66,000 0.54 

計 ― 66,000 － 66,000 0.54 
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第４ 【経理の状況】 

  

１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しております。  

  

２．監査証明について 

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間(平成29年９月１日から平成

29年11月30日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成29年３月１日から平成29年11月30日まで)に係る四半期連結財務

諸表について、新創監査法人による四半期レビューを受けております。  
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１ 【四半期連結財務諸表】 

(1) 【四半期連結貸借対照表】 

  

                      (単位：千円) 

                    
前連結会計年度 

(平成29年２月28日) 
当第３四半期連結会計期間 

(平成29年11月30日) 

資産の部     

  流動資産     

    現金及び預金 977,708 1,017,257 

    受取手形及び売掛金 23,135 25,473 

    たな卸資産 33,472 36,542 

    繰延税金資産 16,071 9,284 

    その他 39,224 34,876 

    貸倒引当金 △266 △299 

    流動資産合計 1,089,346 1,123,134 

  固定資産     

    有形固定資産     

      建物及び構築物（純額） 10,242,271 9,900,586 

      土地 6,238,098 6,238,098 

      その他（純額） 225,975 203,529 

      有形固定資産合計 16,706,344 16,342,214 

    無形固定資産     

      借地権 2,613,299 2,613,299 

      商標権 226 182 

      施設利用権 11,908 11,091 

      ソフトウエア 5,143 2,996 

      無形固定資産合計 2,630,577 2,627,569 

    投資その他の資産     

      投資有価証券 6,426,080 9,114,665 

      長期前払費用 495,281 481,631 

      その他 91,411 91,411 

      貸倒引当金 △2,694 △2,694 

      投資その他の資産合計 7,010,079 9,685,013 

    固定資産合計 26,347,002 28,654,797 

  資産合計 27,436,348 29,777,932 
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                      (単位：千円) 

                    
前連結会計年度 

(平成29年２月28日) 
当第３四半期連結会計期間 

(平成29年11月30日) 

負債の部     

  流動負債     

    買掛金 203,115 184,414 

    1年内返済予定の長期借入金 626,000 163,250 

    未払金 78,906 149,917 

    未払法人税等 53,927 25,591 

    前受金 399,009 408,629 

    賞与引当金 22,854 5,667 

    その他 50,160 87,717 

    流動負債合計 1,433,973 1,025,187 

  固定負債     

    長期未払金 115,770 115,770 

    長期前受金 13,200,018 12,980,411 

    繰延税金負債 1,249,236 2,143,617 

    退職給付に係る負債 54,818 62,551 

    長期預り保証金 75,774 71,154 

    その他 5,238 1,611 

    固定負債合計 14,700,857 15,375,118 

  負債合計 16,134,830 16,400,306 

純資産の部     

  株主資本     

    資本金 2,365,180 2,365,180 

    資本剰余金 3,256,671 3,256,671 

    利益剰余金 3,638,338 3,855,578 

    自己株式 △291,630 △296,314 

    株主資本合計 8,968,559 9,181,115 

  その他の包括利益累計額     

    その他有価証券評価差額金 2,332,958 4,196,511 

    その他の包括利益累計額合計 2,332,958 4,196,511 

  純資産合計 11,301,517 13,377,626 

負債純資産合計 27,436,348 29,777,932 
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】 

【四半期連結損益計算書】 

【第３四半期連結累計期間】 

                      (単位：千円) 

                    前第３四半期連結累計期間 
(自 平成28年３月１日 
 至 平成28年11月30日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成29年３月１日 
 至 平成29年11月30日) 

売上高 3,073,881 2,957,689 

売上原価 2,286,229 2,166,159 

売上総利益 787,652 791,529 

販売費及び一般管理費     

  人件費 261,227 270,685 

  賞与引当金繰入額 3,032 3,217 

  退職給付費用 7,249 5,547 

  租税公課 14,708 22,167 

  減価償却費 4,976 5,051 

  その他 106,964 107,627 

  販売費及び一般管理費合計 398,158 414,295 

営業利益 389,494 377,233 

営業外収益     

  受取利息 39 26 

  受取配当金 21,469 21,622 

  その他 7,424 8,501 

  営業外収益合計 28,933 30,150 

営業外費用     

  支払利息 10,001 4,312 

  その他 2,204 2,004 

  営業外費用合計 12,205 6,317 

経常利益 406,221 401,066 

特別損失     

  事業再編損 ※  18,325 - 

  特別損失合計 18,325 - 

税金等調整前四半期純利益 387,895 401,066 

法人税、住民税及び事業税 44,667 47,170 

法人税等調整額 73,153 76,137 

法人税等合計 117,820 123,307 

四半期純利益 270,074 277,759 

親会社株主に帰属する四半期純利益 270,074 277,759 
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【四半期連結包括利益計算書】 

【第３四半期連結累計期間】 

                      (単位：千円) 

                    前第３四半期連結累計期間 
(自 平成28年３月１日 
 至 平成28年11月30日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成29年３月１日 
 至 平成29年11月30日) 

四半期純利益 270,074 277,759 

その他の包括利益     

  その他有価証券評価差額金 898,527 1,863,553 

  その他の包括利益合計 898,527 1,863,553 

四半期包括利益 1,168,602 2,141,312 

（内訳）     

  親会社株主に係る四半期包括利益 1,168,602 2,141,312 
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【注記事項】 

(追加情報) 

   (繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用) 

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」(企業会計基準適用指針第26号 平成28年３月28日)を第１四半

期連結会計期間から適用しております。 

  

(四半期連結損益計算書関係) 

※事業再編損 

前第３四半期連結累計期間(自 平成28年３月１日 至 平成28年11月30日) 

 連結子会社である歌舞伎座サービス㈱の食堂・飲食事業における、ケータリング事業縮小及び製造部門集約化に

伴う事業所統合に係る費用であり、その内訳は功労金、有形固定資産の移設費及び除却費等であります。 

  
(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半

期連結累計期間に係る減価償却費(無形固定資産に係る償却費を含む。)は、次のとおりであります。 

  

(株主資本等関係) 

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間(自 平成28年３月１日 至 平成28年11月30日) 

１．配当金支払額 

  

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末

日後となるもの 

 該当事項はありません。 

  

Ⅱ 当第３四半期連結累計期間(自 平成29年３月１日 至 平成29年11月30日) 

１．配当金支払額 

  

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末

日後となるもの 

 該当事項はありません。 

  前第３四半期連結累計期間 当第３四半期連結累計期間 

  (自 平成28年３月１日 (自 平成29年３月１日 

    至 平成28年11月30日)   至 平成29年11月30日) 

減価償却費 370,982千円 372,567千円 
 

決議 株式の種類 
配当金の総額

(千円) 
１株当たり 
配当額(円) 

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成28年５月26日 
定時株主総会 

普通株式 60,531 5 平成28年２月29日 平成28年５月27日 利益剰余金 
 

決議 株式の種類 
配当金の総額

(千円) 
１株当たり 
配当額(円) 

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成29年５月25日 
定時株主総会 

普通株式 60,519 5 平成29年２月28日 平成29年５月26日 利益剰余金 
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(セグメント情報等) 

【セグメント情報】 

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間(自 平成28年３月１日 至 平成28年11月30日) 

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

(注)１ セグメント利益又は損失(△)の調整額△356,830千円は、セグメント間取引消去△17,226千円、各報告セグ

メントに配分していない全社費用△339,603千円であります。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない

一般管理費であります。 

   ２ セグメント利益又は損失(△)は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

  

Ⅱ 当第３四半期連結累計期間(自 平成29年３月１日 至 平成29年11月30日) 

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

(注)１ セグメント利益の調整額△367,520千円は、セグメント間取引消去△14,696千円、各報告セグメントに配分

していない全社費用△352,823千円であります。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費で

あります。 

   ２ セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

  

          (単位：千円) 

  
報告セグメント 

調整額 
(注)１ 

四半期連結 
損益計算書 
計上額 
(注)２ 

不動産 
賃貸事業 

食堂・飲食 
事業 

売店事業 計 

 売上高             

  外部顧客への売上高 1,428,412 625,138 1,020,331 3,073,881 - 3,073,881 

  セグメント間の内部売上高 
  又は振替高 

135,947 1,012 1,017 137,977 △137,977 - 

計 1,564,359 626,151 1,021,348 3,211,859 △137,977 3,073,881 

セグメント利益又は損失(△) 629,725 △638 117,236 746,324 △356,830 389,494 
 

          (単位：千円) 

  
報告セグメント 

調整額 
(注)１ 

四半期連結 
損益計算書 
計上額 
(注)２ 

不動産 
賃貸事業 

食堂・飲食 
事業 

売店事業 計 

 売上高             

  外部顧客への売上高 1,435,845 551,658 970,185 2,957,689 - 2,957,689 

  セグメント間の内部売上高 
  又は振替高 

132,022 716 1,126 133,865 △133,865 - 

計 1,567,867 552,375 971,311 3,091,554 △133,865 2,957,689 

セグメント利益 623,612 24,360 96,781 744,754 △367,520 377,233 
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(１株当たり情報) 

１株当たり四半期純利益金額及びその算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

(注) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

  

２ 【その他】 

該当事項はありません。 

  

 

項目 
前第３四半期連結累計期間 
(自 平成28年３月１日 
至 平成28年11月30日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成29年３月１日 
至 平成29年11月30日) 

 １株当たり四半期純利益金額 22円31銭 22円95銭 

  (算定上の基礎)    

 親会社株主に帰属する四半期純利益金額(千円) 270,074 277,759 

 普通株式に係る親会社株主に帰属する 
 四半期純利益金額(千円) 

270,074 277,759 

 普通株式の期中平均株式数(株) 12,105,174 12,103,564 
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】 

  

該当事項はありません。 
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独立監査人の四半期レビュー報告書  
  

平成30年１月10日

株式会社歌舞伎座 

取締役会  御中 

  

  

  

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社歌舞伎

座の平成29年３月１日から平成30年２月28日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間(平成29年９月１日から平成

29年11月30日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成29年３月１日から平成29年11月30日まで)に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レ

ビューを行った。 

  

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任 

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 

  

監査人の責任 

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。 

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。 

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。 

  

監査人の結論 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社歌舞伎座及び連結子会社の平成29年11月30日現在の財政

状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべて

の重要な点において認められなかった。 

  

利害関係 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上 

  

新創監査法人 
 

指定社員 
業務執行社員 

  公認会計士    髙  橋  克  典    印 
 

指定社員 
業務執行社員 

  公認会計士    篠  原  一  馬    印 
 

  

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。 

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。 

  
 



【表紙】   

【提出書類】 確認書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成30年１月12日 

【会社名】 株式会社歌舞伎座 

【英訳名】 KABUKI-ZA CO., LTD. 

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長 大 谷 信 義 

【最高財務責任者の役職氏名】 該当事項はありません。 

【本店の所在の場所】 東京都中央区銀座四丁目12番15号 

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所 

 (東京都中央区日本橋兜町２番１号） 
 



１ 【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】 

当社代表取締役社長大谷信義は、当社の第94期第３四半期（自 平成29年９月１日 至 平成29年11月30日）の四半期

報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認いたしました。 

  

２ 【特記事項】 

確認に当たり、特記すべき事項はありません。 
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